８月依頼２
　　　　令和８年８月12日
区長・小区長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　未来共創課長　
令和９年度コミュニティ施設改善事業計画書の提出について
　　日頃、コミュニティ事業に御理解・御協力をいただき、厚くお礼申し上げます。
　　さて、次年度の予算編成にあたり、令和９年度に各自治区・小区（以下「自治区等」）の所有する公会堂・公民館・集会所等（以下「コミュニティ施設」）を改修する予定があり、補助金を希望する自治区等におかれましては、下記のとおり、事業計画書の提出をお願いします。
記
１　補助対象事業
　　(1)自治区等が管理運営するコミュニティ施設で、次に掲げる事業
①水質浄化推進事業
　　　　　　　　②ユニバーサルデザイン推進事業
③耐震化推進事業
　　　　　　　　④アスベスト飛散防止事業
⑤新規取得施設リフォーム支援事業　　⑥解体事業
⑦情報通信機器整備事業　　　　　　　　　　　　　　　　※詳細は別紙１へ
　　(2)補助対象：自治区、小区（ただし、次に掲げる自治区等を除く）
　　　①当補助金の交付を受けた後10年以内に同補助を利用して同一の対象物への施工を行おうとする自治区等
    　②コミュニティ施設整備事業費補助金（コミュニティ施設の新築・改築に係る補助金）の交付を受けた翌年度から10年を経過していない自治区等
　 　 ③今後10年以内に掛川市コミュニティ施設整備事業費補助金の交付を受けようとする自治区等
　　  ※②,③について、別紙１表中(1)①の公共下水道への宅内排水施設接続はこの限りではない

　  　※詳細は別紙２へ
２　提出書類

(1)別紙３令和９年度コミュニティ施設改善事業計画書
(2)業者見積書の写し（内訳のわかるもの）
３　提出期限
　　令和８年９月30日（水）
４　提出方法及び提出先
未来共創課へE-mail、郵送、持参、FAXまたは各支所地域支援係へ持参のいずれかの方法
５　その他
(1) 御提出いただいた事業計画書については、令和９年度の予算要求の参考にさせていただきますが、全ての事業の予算確保を保証するものではないことを御了承願います。
(2) 耐震化推進事業及びアスベスト飛散防止事業等緊急性の高いものを計画している自治区を優先的に採択させていただきます。
　　(3)採択の可否については、次年度の４月にお知らせしますので、代表者（区長・小区長）が交代する際は、引き継ぎをお願いします。
　　(4)改修の内容によっては、補助対象とならない場合もありますので、その際は個別に連

絡します。

　
担当　未来共創課　自治活動支援係（平野・増田季）
e-mail：kyodo@city.kakegawa.shizuoka.jp　電話：21-1129　FAX：21-1165

　　　　　　大東支所　　地域支援係　電話：72-1112　FAX：72-5014

　　　　　　大須賀支所　地域支援係　電話：48-1000　FAX：48-5996

	事業名
	補助対象経費
	補助率

	(1)水質浄化推進事業
1 宅内排水施設接続
2 合併浄化槽設置
	1 公共下水道・農業集落排水処理施設及び市町村設置型合併処理浄化槽事業により設置された浄化槽への宅内排水施設接続工事にかかる経費
2 合併浄化槽の設置工事にかかる経費
	1 対象経費の1/3以内
限度額：30万円
2 対象経費の1/3以内
限度額：50万円

	(2)ユニバーサルデザイン推進事業
	手すり、スロープ、洋式トイレ（障がい者用を含む）その他の設備及び段差解消のための工事にかかる経費
	対象経費の1/3以内
限度額：30万円

	(3)耐震化推進事業
1 耐震診断
2 耐震補強計画策定
3 耐震補強工事
	昭和56年５月31日までに建築確認済証が交付された木造建物に対する耐震診断の実施・耐震計画の策定・耐震補強工事にかかる経費
	1 対象経費の10/10以内
限度額：3万円
2 対象経費の10/10以内
限度額：14万4千円
3 対象経費50万円までは
10/10以内
対象経費50万円超分については1/2以内
限度額：100万円

	(4)アスベスト飛散防止事業
	吹きつけ石綿の飛散を防止するための除去、封じ込め及び囲い込み工事にかかる経費
	対象経費の1/2以内
限度額：100万円

	(5)新規取得施設リフォーム支援事業
	社会インフラの有効活用として、耐震のある施設を取得し、コミュニティ施設として使用するためのリフォーム工事に要する経費及び耐震の無い施設を取得し、コミュニティ施設として使用するための耐震補強工事（耐震化推進事業の対象外となる施設に限る）並びにリフォーム工事に要する経費（事業費の額が10万円以上のものに限る）
	対象経費の1/2以内

限度額：100万円

	(6)解体事業
	自治区の統合により新たに形成された自治区が当該統合に伴って行う既存の公会堂等の解体に要する経費
	対象経費の2/3
限度額：200万円

	(7)情報通信機器整備事業
	無線ルーターの購入、設置及び公会堂等に電気通信回線を引き込むための工事に要する経費（※① 必要書類として、区、小区宛の見積書,請求書,領収書が必要です。
※② 回線契約には法人格を必要とする場合がありますので、電気通信事業者への事前の確認をお願いします。）
	対象経費の1/2
限度額：5万円


【対象事業一覧表】

令和９年度コミュニティ施設改善事業計画書
	地区名
	　
地区　    　　　　　区（小区名    　       ）

	今回の計画で改善したい施設
	（名称）　　　　　　　　　　（所在地）掛川市

	工期(予定)
	　　　年　　　月　　　～　　　年　　　　月

	区長(小区長)名
	

	郵便番号
住所

	〒

掛川市
	電話


	（自宅）
　　　　-

（携帯電話）
　　　　-　　　　　-


◆計画している事業に○をつけて下さい。また、(2)の場合は、改善内容を記載してください。
（例：公会堂玄関に手すりとスロープの設置、女子トイレの洋式化）
	事業名
	○を記入
	改善内容

	(1)水質浄化推進事業
	1 宅内排水施設接続
	
	1. 

	
	2 合併浄化槽設置
	
	

	(2)ユニバーサルデザイン推進事業
	
	

	(3)耐震化推進事業
	1 耐震診断
	
	

	
	2 耐震補強計画策定
	
	

	
	3 耐震補強工事
	
	

	(4)アスベスト飛散防止事業
	
	

	(5)新規取得施設リフォーム支援事業
	
	

	(6)解体事業
	
	

	(7)情報通信機器整備事業
	
	



別紙１





別紙３





提出期限：９月30日（水）


未来共創課自治活動支援係　ＦＡＸ  ２１－１１６５


大東支所地域支援係  ＦＡＸ　７２－５０１４


大須賀支所地域支援係　ＦＡＸ　４８－５９９６


コピーを保管の上、令和９年度の区長・小区長へ引き継ぎをお願いします。
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